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貸 借 対 照 表 

（ 2021 年 3 月 31 日現在）  

（ 単位： 百万円）  

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部）    （ 負 債 の 部 ）   

流 動 資 産 17, 223 流 動 負 債 8, 026 

現 金 預 金 1, 289 工 事 未 払 金 4, 903 

受 取 手 形 794 買 掛 金 235 

工 事 未 収 入 金 7, 433 未 払 金 393 

売 掛 金 566 未 払 法 人 税 等 121 

商 品 24 親 会 社 未 払 金 284 

材 料 貯 蔵 品 104 未 成 工 事 受 入 金 485 

親 会 社 預 け 金 6, 373 前 受 金 635 

未 収 入 金 272 完 成 工 事 補 償 引 当 金 0 

短 期 貸 付 金 53 賞 与 引 当 金 660 

そ の 他 313 役 員 賞 与 引 当 金 14 

貸 倒 引 当 金 △1 そ の 他 290 

固 定 資 産 9, 176 固 定 負 債 3, 040 

有 形 固 定 資 産 6, 562 退 職 給 付 引 当 金 2, 744 

建 物 ・ 構 築 物 2, 351 役 員 退職 慰 労 引 当 金 22 

土 地 4, 111 長 期 営 業 外 預 り 金 273 

そ の 他 99 負 債 合 計 11, 067 

  （ 純 資 産 の 部 ）   

無 形 固 定 資 産 111 株 主 資 本 15, 165 

ソ フ ト ウ ェ ア 90 資 本 金 448 

そ の 他 20 資 本 剰 余 金 186 

  利 益 剰 余 金 14, 531 

投資その他の資産 2, 502 利 益 準 備 金 112 

投 資 有 価 証 券 377 その他利益剰余金 14, 418 

関 係 会 社 株 式 1, 069 圧 縮 積 立 金 483 

長 期 貸 付 金 175 別 途 積 立 金 6, 281 

長 期 繰 延 税 金 資 産 817 繰 越 利 益 剰 余 金 7, 652 

そ の 他 62 評価・ 換算差額等 166 

貸 倒 引 当 金 △0 その他有価証券評価差額金 166 

  純 資 産 合 計 15, 332 

資 産 合 計  26, 399 負 債 純 資 産 合 計 26, 399 

（ 注） 記載金額は、 百万円未満を 切り 捨てて表示し ており ます。  
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損 益 計 算 書 

2020 年 4 月 1 日から  
2021 年 3 月 31 日まで 

（ 単位： 百万円）  

科       目 金       額 

売 上 高   

完 成 工 事 高 30, 019  

そ の 他 売 上 高 2, 862 32, 881 

売 上 原 価   

   完 成 工 事 原 価 27, 339  

   そ の 他 売 上 原 価 2, 650 29, 990 

売 上 総 利 益   

   完 成 工 事 総 利 益 2, 679  

   そ の 他 売 上 総 利 益 211 2, 890 

   

販売費及び一般管理費  1, 096 

   

営 業 利 益  1, 793 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 18  

不 動 産 賃 貸 料 134  

為 替 差 益 45  

そ の 他 21 219 

営 業 外 費 用   

    支 払 利 息 0  

    賃 貸 不 動 産 費 用 112  

    そ の 他 22 135 

経 常 利 益  1, 878 

特 別 利 益   

    事 業 譲 渡 益 273  

    投 資 有 価 証 券 売 却 益 71  

そ の 他 9 354 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 4  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 5 10 

税 引 前 当 期 純 利 益  2, 222 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 601  

過 年 度 法 人 税 等 41  

法 人 税 等 調 整 額 56 699 

当 期 純 利 益  1, 522 

（ 注） 記載金額は、 百万円未満を 切り 捨てて表示し ており ます。  
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

2020 年 4 月 1 日から  

2021 年 3 月 31 日まで 

（ 単位： 百万円）  

      

 評 価 ･ 換 算 差 額 等 

純資産 
合計 

そ の 他 

有 価 証 券 
評 価 差 額 金 

繰 延 

ヘ ッ ジ 
損 益 

評価･換算 

差 額 等 
合 計 

当 期 首 残 高 197 △12 184 14, 444 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当    △616 

当 期 純 利 益    1, 522 

 圧縮記帳積立金の取崩    - 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）  

△30 12 △17 △17 

当 期 変 動 額 合 計 △30 12 △17 888 

当 期 末 残 高 166 - 166 15, 332 

（ 注）  記載金額は、 百万円未満を 切り 捨てて表示し ており ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

株 主 資 本 

合 計 資 本 

準備金 

資 本 

剰余金 
合 計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 利 益 

剰 余 金 
合 計 

圧 縮 記 帳 
積 立 金 

別 途 
積 立 金 

繰 越 利 益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 448 186 186 112 485 6, 281 6, 744 13, 625 14, 259 

当 期 変 動 額          

剰 余 金 の 配 当       △616 △616 △616 

当 期 純 利 益       1, 522 1, 522 1, 522 

 圧縮記帳積立金の取崩     △1  1 - - 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 

当 期 変 動 額 （ 純 額 ）  
         

当 期 変 動 額 合 計     △1  907 906 906 

当 期 末 残 高 448 186 186 112 483 6, 281 7, 652 14, 531 15, 165 
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個 別 注 記 表 

１ ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（ １ ） 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるも の････････････････期末日の市場価格等に基づく 時価法（ 評価差額は全部純資

産直入法によ り 処理し 、 売却原価は移動平均法によ り 算定

し ており ます。）  

時価のないも の････････････････移動平均法による原価法 

 

②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品････････････････････････････最終仕入原価法 

材料貯蔵品 

ガス工事材料貯蔵品････････････移動平均法による 原価法（ 貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく 簿価切下げの方法により 算定し ており ます。）  

その他材料貯蔵品･･････････････最終仕入原価法 

 

（ ２ ） 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（ リ ース資産を 除く ）  

定率法を 採用し ており ます。 耐用年数については、 法人税法に規定する方法と 同一の基準によっ

ており ます。  

但し 、 １ ９ ９ ８ 年４ 月１ 日以降に取得し た建物（ 建物附属設備を除く ） 並びに２ ０ １ ６ 年４ 月１

日以降に取得し た建物附属設備及び構築物については定額法によっ ており ます。  

 

②無形固定資産（ リ ース資産を 除く ）  

定額法を 採用し ており ます。  

なお、 自社利用のソ フ ト ウェ アについては、 社内における利用可能期間（ ５ 年） に基づいており

ます。  

 

（ ３ ） 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、 一般債権については貸倒実績率による計算額を、 貸倒懸念

債権及び破産・ 更生債権については、 個別に回収可能性を 検討し 、 回収不能見込額を計上し てお

り ます。  

②完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし 担保の費用等に備えるため、 工事補償見積額に基づき 計上し ており ます。  

③賞与引当金 

従業員賞与の支出に備えるため、 支給見込額のう ち 当事業年度の負担額を計上し ており ます。  
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④役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるため、 支給見込額のう ち当事業年度の負担額を 計上し ており ます。  

⑤退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、 当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき 計上し ており ます。  

退職給付債務の算定にあたり 、 退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ せる方法につ

いては、 期間定額基準によっ ており ます。  

過去勤務債務は発生年度から 、 また、 数理計算上の差異は発生の翌事業年度から ５ 年間で費用処

理し ており ます。  

⑥役員退職慰労引当金 

役員に支給する退職慰労金に充てるため、 内規に基づく 当事業年度末退職慰労金要支給額を 計上

し ており ます。  

 

（ ４ ） 収益及び費用の計上基準   

     当事業年度末までの進捗部分について、 成果の確実性が認めら れる工事契約については工事進行

基準を適用し 、 その他の工事契約については工事完成基準を適用し ており ます。 なお、 工事進行

基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積も り は、 原価比例法によっ ており ます。 

 

（ ５ ） その他計算書類の作成のための基本と なる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、 税抜方式によ っ ており ます。  

②連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用し ており ます。  
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２ ． 株主資本等変動計算書に関する注記 

 

（ １ ） 発行済株式の種類及び株式数 

普通株式   1, 280, 000 株 

（ ２ ） 配当に関する事項 

  配当支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（ 百万円）  

1 株当たり  

配当額( 円)  
基準日 効力発生日 

2020 年 6 月 16 日 

定時株主総会 
普通株式 616 481. 56 2020 年 3 月 31 日 2020 年 6 月 17 日 

 

（ ３ ） 基準日が当事業年度に属する配当のう ち、 配当の効力発生日が翌事業年度と なる も の 

   次のと おり 決議を 予定し ており ます。  

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（ 百万円）  

1 株当たり  

配当額( 円)  
基準日 効力発生日 

2021 年 6 月 15 日 

定時株主総会予定 
普通株式 788 615. 97 2021 年 3 月 31 日 2021 年 6 月 16 日 

 

３ ． 1 株当たり 情報に関する注記 

1 株当たり 純資産額                           11, 978 円 53 銭 

1 株当たり 当期純利益                         1, 189 円 55 銭 

 

４ ． 重要な後発事象に関する注記 

  当社は、 2020 年 12 月 24 日開催の取締役会において、 当社子会社である株式会社カ ンド ーテク ノ を

吸収合併するこ と を決議し 、 2021 年 4 月１ 日に合併を 行いまし た。 なお、 合併に伴う 影響は軽微で

あり ます。  

 

５ ．  その他の注記 

 （ 企業結合等関係）  

  当社は 2020 年 4 月 1 日に設備保安関連事業、 導管保安関連事業を 東京ガスパイ プネッ ト ワーク 株

式会社に事業承継し ており ます。 なお、 事業承継に伴う 譲渡益は 273 百万円であり ます。  

 

（ 注） 記載金額は、 百万円未満を切り 捨てて表示し ており ます。  


